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公益社団法人江東西青色申告会 

会長 大村 彰男 

 

前略、会員の皆様方におかれましては、決算確定申告時期を迎え準備はお済でしょうか。当会では、

決算申告相談は完全予約制となっておりますのでお済でない方は早めのご予約をお願いいたします。 

さて、当会では以前 30 の支部（業種部会を含む）がありましたが、会員の減少とともに、現在では

10 支部（業種部会を含む）で活動を行っておりました。支部間にも活動状況の差が生まれ、また支部

の無い地域も多くなってしまいました。 

このままでは、支部活動のさらなる減少や後継役員の発掘の問題など、当会の存続にかかわることと

憂慮し、平成 30年度より大きく下記の 5つの地域に分けて支部活動を行っていくことといたしました。 

 

【支部の管轄】皆様の住所地または事業所地によって以下の５つの支部に変更します 

第１支部 塩浜・豊洲・枝川・辰巳・潮見・東雲・有明・青海・新木場・夢の島・若洲 

 第２支部 佐賀・福住・永代・富岡・門前仲町・牡丹・古石場・越中島・深川・冬木・木場・東陽 

 第３支部 平野・三好・清澄・白河・新大橋・常盤・高橋・森下 

 第４支部 住吉・猿江・毛利・扇橋・千田・石島・千石・海辺 

 第５支部 業種支部・深川地区以外 

 

【変更点】 

 すべての会員の皆様にお配りしております会報を、メール便（または郵便）でお送りします 

 会費の納入方法は金融機関からの口座引落のみとなります 

 管轄の支部より支部活動のご案内をさせていただきます 

 

なお、青色申告会の現在行っている相談業務・サービス等の変更はございません。今までと変わらず

ご利用いただけます。 

会員の皆様におかれましては、平成 30年度より支部会員となり、新たな活動をお願いさせていただ

きます。今後、会報の中に支部活動の案内が入りましたらご理解とご協力いただき、ぜひご参加下さい

ますよう重ねてお願い申し上げます。 

 

江東西あおいろ会報 
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【
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の
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。
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催
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。 

日
時 

３
月
29
日
（
木
） 

17
時
30
分
～(

10
分
前
集
合) 

場
所 

オ
タ
フ
ク(

株)

東
京
本
部
ビ
ル 

江
東
区
木
場
5
‐
6
‐
11 
(

木
場
公
園
そ
ば) 

会
費 

会
員
５
０
０
円 

非
会
員
７
０
０
円 

(

開
催
日
1
週
間
前
ま
で
は
キ
ャ
ン
セ
ル
可) 

人
数 

２０
名(

少
人
数
の
場
合
中
止
に
な
る
可
能
性
あ
り) 

持
ち
物 

エ
プ
ロ
ン
・三
角
巾 

締
切 

３
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東京都主税局から、固定資産税等の軽減措置の継続について平成３０年度も継続することが発表されまし

た。会員の皆様の継続要望運動に対するご協力に御礼を申し上げます。 

 

以下 東京都主税局ホームページ 

http://www.metro.tokyo.jp/tosei/hodohappyo/press/2018/01/26/08.htmlより抜粋 

固定資産税等の軽減措置の継続について 

以下の軽減措置について、次のとおり継続することとしましたので、お知らせします。 

1. 小規模住宅用地に対する都市計画税の軽減措置 

2. 小規模非住宅用地に対する固定資産税・都市計画税の減免措置 

3. 商業地等に対する固定資産税・都市計画税の負担水準の上限引下げ措置 

4. 税額が前年度の 1.1倍を超える住宅用地等に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置 

5. 耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免措置 

 1から 3については、平成 30年度においても継続します。 

 4については、平成 32年度まで継続します。 

 5については、適用期限を平成 31年度末まで（※）2年延長します。 

※ 国において延長される見込みである地方税法上の措置（耐震改修を行った住宅に係る固定資産税の減額）

と同様の適用期限としています。 

なお、軽減措置の概要は別紙のとおりです。 

 上記 1については、平成 30年第一回都議会定例会に東京都都税条例改正案を提出する予定です。 

 上記 3及び 4については、当該措置の根拠となる改正地方税法が公布され次第、東京都都税条例の改

正手続きをする予定です。 

問い合わせ先 

主税局税制部税制課  

電話 03-5388-2949 
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